
（別記）

令和４年度長崎県水田収益力強化ビジョン

１ 地域の作物作付の現状、地域が抱える課題

本県の耕地面積に占める水田の割合は45.8％（耕地面積45,900ha、うち水田21,000ha、

令和３年耕地及び作付面積統計）と全国の54.4％と比べ低く、水田の30a程度以上の区画

に整備された面積(H30)は、全国65.9％、九州61.4%に対して、本県は34.4%で、九州各県

と比較しても低く、本県の水田農業は経営基盤が弱い状況にある。

水田農業の基幹となる主食用米は、実需者からの要望数量に対して、供給量が不足して

おり、需給動向を注視しながら作付面積を確保するとともに、高温耐性品種の適地を明確

にした生産拡大や良食味米の生産体制の確立を推進する。併せて、水田農業の所得向上を

図るため、戦略作物や高収益作物の生産拡大、栽培管理の徹底による生産安定、水田の排

水対策に取り組み、水田フル活用を推進する必要がある。

また、離島・中山間地域が多いなど土地条件に制約があり、零細農家や兼業農家が多数を

占め、担い手の減少が懸念される。集落営農組織数(R3)は、集落営農法人63、集落営農組

織45、農作業受託組織・機械利用組合113と増加傾向にあるものの、経営面積が約20ha未

満の集落営農法人が約60％、集落営農組織が約90％と小規模経営が多く、生産・経営の効

率化が不十分である。水田農業を維持するため、担い手となる集落営農の組織化を進め、

組織の設立後の経営規模の拡大や法人化を支援するとともに、将来の農地利用計画に沿っ

た農地集積や条件整備を推進する。

２ 高収益作物の導入や転換作物等の付加価値の向上等による収益力
強化に向けた産地としての取組方針・目標

○ 適地適作の推進

水稲を基幹作物として、地域の土地、気候等の条件に応じ、高収益作物、麦、大豆、飼

料作物などを導入し、水田フル活用により儲かる農業の実現を目指す。

○ 収益性・付加価値の向上

水田農業の所得向上を図るため、集落の農家の意向を確認し、農地の集積や団地化、水

稲や高収益作物等のゾーニング・営農計画に沿った条件整備等の将来像を定めた「人・農

地・産地プラン」の取組と連携し、水田の汎用化・畑地化による麦、大豆、高収益作物等

の導入と安定生産を図り、水田フル活用を推進する。

○ 生産・流通コストの低減

担い手の経営規模拡大のため、農地中間管理事業を活用した優良農地の確保と担い手へ

の農地集積を図り、農地の基盤整備や水田畑地化等により、作業の効率化を図る。

３ 畑地化を含めた水田の有効利用に向けた産地としての取組方針・目標

○ 地域の実情に応じた農地の在り方

担い手や労働力の状況、水田の利用状況を踏まえ、産地交付金を活用しながら水田の維

持または、水田農業高収益化推進助成等を活用した高収益作物の導入と産地化を支援す

る。



○ 地域におけるブロックローテーション体系の構築

地域でまとまった水稲と高収益作物等の転換作物のローテーションが可能となるよう、

地域の状況に応じて、地域での合意形成を促進する。

畑作物の作付が連続している水田では、連作障害や雑草害等を回避し、生産性の向上を

図るため、水稲を組み入れたローテーション体系を推進する。

○ 水田の利用状況の点検方針・点検結果を踏まえた対応方針

各地域協議会で水田の利用状況や作付意向を確認する。結果に応じて、県も連携しなが

ら水稲を組み入れたローテーション体系または水田農業高収益化推進助成等の推進を行

い、水田のまま維持する圃場と畑地化する圃場を整理する。

４ 作物ごとの取組方針等

（１）主食用米

「売れる・うまい米づくり」（需要に応じた生産量の確保、実需者ニーズの高い高温耐

性品種「なつほのか」「にこまる」等への作付転換、「県民米」としてのブランド確立、業

務用米「恋初めし」の産地確立）、並びにスマート農業の導入による省力化や低コスト技

術、集落営農の組織化等により生産の効率化を図る。

（２）非主食用米

  ア 飼料用米

耕畜連携の取組を進め、安定供給並びに数量払いの導入に対応した多収・低コスト化技

術の普及、肥培管理の徹底を進め、高い収量を確保することにより地域の畜産農家への供

給確保や経営の安定化を図る。多収品種の導入に向けては、産地において交雑やコンタミ

に対する対策などの課題解決と受入体制等の検討を進めていく。

  イ 米粉用米

学校給食用として一定のニーズがあるため、実需者が求める生産量の確保を図る。

ウ 新市場開拓用米

輸出用日本酒の原料に供する醸造用玄米については、水田リノベーション助成も活用

し、一部地域で取組が開始されている。今後も関係機関と連携し、計画的な生産を図る。

  エ WCS用稲

耕畜連携の取組を進め、ニーズに見合った作付面積の確保を図る。

  オ 加工用米

県内実需者の一定のニーズに対応するため、低コスト生産が図れる大規模産地におい

て、実需者のニーズに対応した面積の確保を図る。

（３）麦、大豆、飼料作物

麦については、排水不良等の課題により、収量・品質に年次変動が大きく、実需者ニー

ズに応じた生産ができていない麦種・品種がある。産地交付金を活用し、特に県内の実需

者からちゃんぽん麺や味噌等の原料としてニーズの高い県育成品種（小麦「長崎Ｗ２

号」、はだか麦「長崎御島」）の作付拡大を図る。

大豆については、播種の遅れ、排水不良等の課題により、H30年産から３年連続で単収

が100㎏/10ａを下回っている。産地交付金を活用し、300A技術等の導入を推進するとと

もに、排水対策や雑草対策といった基本的な管理を徹底することで、作付拡大と生産性・

品質の向上を図る。

飼料作物については、産地交付金を活用しながら、ニーズに見合った作付面積の確保を

図る。



（４）そば、なたね

そばについては、県内一部地域で地域特産品として、作付されているが、湿害等により

収量に年次変動がある。産地交付金を活用し、作付面積の拡大と生産性の向上を図る。

（５）地力増進作物

各農業再生協議会で地域の実情に応じて、地力増進作物による土づくりを支援するメニ

ューを設定し、転換作物の生産性の向上を図る。

（６）高収益作物

各地域農業再生協議会において、地域振興作物として高収益作物の作付拡大を推進して

おり、R3年度の産地交付金での助成面積では、野菜が約1,669haと最も多い。

地域単位の関係機関で構成される園芸作物産地拡大推進会議を設置し、水田への高収益

作物の導入を進める「水田畑地化モデル地区」や「園芸作物等重点推進地区」において、

産地交付金を活用しながら、水田畑地化プランの策定およびその実現に向けた取組、地域

の実情に応じた高収益作物の作付拡大、担い手への農地集積、団地化・ゾーニング推進等

を支援する。

５ 作物ごとの作付予定面積等 ～ ８ 産地交付金の活用方法の明細

別紙のとおり

※ 地域農業再生協議会が水田収益力強化ビジョンを策定する場合には、都道府県水田収益力強化ビジョ

ンの後に添付してください。

※ 農業再生協議会の構成員一覧（会員名簿）を添付してください。



別紙

５　作物ごとの作付予定面積等
（単位：ha）

うち
二毛作

うち
二毛作

うち
二毛作

11343.4 0 12539.3 0 12327.2 0

0 0 0 0 0 0

149.3 1.5 152.0 0 269.2 0

5.4 0 5.9 0 8.0 0

2.7 227.3 5.0 0 2.9 0

1318.6 0 1326.8 0 1265.3 0

10.0 8.0 11.0 9.0 12.3 10.0

1324.3 1208.6 1331.0 1177.9 1340.2 1214.8

291.2 1.3 308.0 0.1 355.1 0.1

4808.9 2850.6 4853.5 3113.2 4957.1 3020.7

・子実用とうもろこし 8.9 4.8 7.6 4.1 7.6 4.1

101.5 66.6 108.8 68.7 112.4 32.8

3.7 0.6 30.7 1.9 6.5 0.5

30.2 2.2 56.1 4.4 39.4 4.0

2164.4 538.2 2409.5 554.4 2459.2 570.4

・野菜 1918.3 537.6 1950.7 554.9 1976.5 569.4

・花き・花木 126.6 0.6 130.2 1 136.1 1.0

・果樹 72.1 0 75.6 0 81.1 0

・その他の高収益作物 47.4 0 256.8 0 267.1 0

0.7 0 0.8 0 1.9 0

・雑穀 0.7 0 0.8 0 1.9 0

14.3 0 51.4 0 80.5 0

高収益作物

その他

畑地化

そば

作物等

主食用米

備蓄米

飼料用米

米粉用米

新市場開拓用米

WCS用稲

加工用米

麦

大豆

飼料作物

前年度作付面積等
当年度の

作付予定面積等
令和５年度の
作付目標面積等

なたね

地力増進作物



６　課題解決に向けた取組及び目標

前年度（実績） 目標値

1 麦・大豆・飼料作物・そば

2 高収益作物（別表１）

4

5

※　必要に応じて、面積に加え、取組によって得られるコスト低減効果等についても目標設定してください。
※　目標期間は３年以内としてください。

16

17

3

使途名 目標
整理
番号

対象作物

6

7

8

9

10

11

12

13

集落営農法人・組織の
転作支援

（R3年度）11 （R5年度）20

（R3年度）73

14

15

（R5年度）190

（R3年度）24 （R5年度）27

（R3年度）4 （R5年度）22

（R3年度）176 （R5年度）190

（R3年度）40 （R5年度）50

（R3年度）0 （R5年度）40

（R3年度）10 （R5年度）29

（R3年度）20 （R5年度）25

― （R5年度）25

作付面積（ha） （R3年度）615 （R5年度）685

（R3年度）8 （R5年度）10

― （R5年度）55

（R3年度）3 （R5年度）4

（R3年度）0.3 （R5年度）14

園芸作物重点推進地区
における作付拡大支援

高収益作物
（野菜、花き・花木について
は別表１の品目に限る）

作付面積（ha）

高収益作物（別表１） 作付面積（ha）
園芸作物重点推進地区
における作付継続支援

集落営農法人への
農地集積加算

麦・大豆・そば・
高収益作物（別表１）

作付面積（ha）

高収益作物（別表１）
園芸作物重点推進地区
における生産性向上
支援

作付面積（ha）

作付面積（ha）

園芸作物の二毛作支援
（二毛作）

高収益作物（別表１） 作付面積（ha）

高収益作物（別表１）
加工・業務用野菜等
作付支援

作付面積（ha）

高収益作物（別表１） 園芸作物の団地化支援

麦・大豆・園芸作物の
暗渠洗浄支援

麦・大豆・
高収益作物（別表１）

作付面積（ha）

小麦（長崎Ｗ２号）・
はだか麦（長崎御島）

県育成麦の作付支援 作付面積（ha）

大豆

大豆

小麦（長崎Ｗ２号）
県育成小麦の
品質向上支援

作付面積（ha）

大豆生産性向上支援

大豆品質向上支援

作付面積（ha）

作付面積（ha）

作付面積（ha）

作付面積（ha）

飼料作物

麦・大豆・飼料作物・そば・
高収益作物（別表１）

水田放牧支援

園芸作物等作付支援



７　産地交付金の活用方法の概要

都道府県名：長崎県

　★「水田畑地化モデル地区」または「園芸作物重点推進地区（重点推進地区）」内の農地を対象とする。

1 集落営農法人・組織の転作支援 1 5,000 麦・大豆・飼料作物・そば 集落営農法人・組織での作付を対象とする。

2 集落営農法人・組織の転作支援 1 20,000 高収益作物（別表１） 集落営農法人・組織での作付を対象とする。

集落営農法人への農地集積加算 1

集落営農法人への農地集積加算（二毛作） 2

園芸作物重点推進地区における生産性向上支援 1

園芸作物重点推進地区における生産性向上支援 （二毛作） 2

園芸作物重点推進地区における生産性向上支援 1

園芸作物重点推進地区における生産性向上支援 （二毛作） 2

園芸作物重点推進地区における作付拡大支援 1

園芸作物重点推進地区における作付拡大支援（二毛作） 2

園芸作物重点推進地区における作付継続支援 1

園芸作物重点推進地区における作付継続支援（二毛作） 2

園芸作物の団地化支援 1

園芸作物の団地化支援（二毛作） 2

9 園芸作物の二毛作支援（二毛作） 2 30,000 高収益作物（別表１）
基幹作として、主食用米、麦、大豆、そば、高収益作物のい
ずれかを作付すること。

加工・業務用野菜等作付支援 1

加工・業務用野菜等作付支援（二毛作） 2

麦・大豆・園芸作物の暗渠洗浄支援 1

麦・大豆・園芸作物の暗渠洗浄支援（二毛作） 2

県育成麦の作付支援 1

県育成麦の作付支援（二毛作） 2

県育成小麦の品質向上支援 1

県育成小麦の品質向上支援（二毛作） 2

大豆生産性向上支援 1

大豆生産性向上支援（二毛作） 2

大豆品質向上支援 1

大豆品質向上支援（二毛作） 2

水田放牧支援（耕畜連携） 3

水田放牧支援（耕畜連携・二毛作） 4

園芸作物等作付支援 1

園芸作物等作付支援（二毛作） 2

対象作物
※３

取組要件等
※４

整
理
番
号

使途
※１

作
期
等
※２

単価
（円/10a）

※１　二毛作及び耕畜連携を対象とする使途は、他の設定と分けて記入し、二毛作の場合は使途の名称に「○○○（二毛作）」、耕畜連携の場合は使途の名称に「○○○（耕畜連携）」と記入してくださ
い。
　　　ただし、二毛作及び耕畜連携の支援の範囲は任意に設定することができるものとします。
　　　　なお、耕畜連携で二毛作も対象とする場合は、他の設定と分けて記入し、使途の名称に「○○○（耕畜連携・二毛作）」と記入してください。
※２　「作期等」は、基幹作を対象とする使途は「１」、二毛作を対象とする使途は「２」、耕畜連携で基幹作を対象とする使途は「３」、耕畜連携で二毛作を対象とする使途は「４」と記入してください。
※３　産地交付金の活用方法の明細（個票）の対象作物を記載して下さい。対象作物が複数ある場合には別紙を付すことも可能です。
※４　産地交付金の活用方法の明細（個票）の具体的要件のうち取組要件等を記載してください。取組要件が複数ある場合には、代表的な取組のみの記載でも構いません。

3

4

5

6

7

8

10

11

12

13

14

15

16

17

20,000

150,000

50,000

100,000

30,000

30,000

30,000

15,000

10,000

10,000

10,000

10,000

100,000

150,000

麦・大豆・そば・高収益作物（別表１）

高収益作物（別表１）

高収益作物（別表１）

高収益作物
（野菜、花き・花木については別表１の品目

に限る）

高収益作物（別表１）

高収益作物（別表１）

高収益作物（別表１）

麦・大豆・高収益作物（別表１）

小麦（長崎W2号）・はだか麦（長崎御島）

小麦（長崎W2号）

大豆

大豆

飼料作物

麦・大豆・飼料作物・そば・
高収益作物（別表１）

集落営農法人・組織が、農地中間管理機構等を通じて真意
に貸借契約を結んだ農地を対象とする。

本暗渠を施工後初めての対象作物の作付を対象とする。

令和３年度の整理番号６の交付を受け、暗渠の埋設間隔を
10ｍ未満で施工した圃場での作付を対象とする。

①作付拡大のために必要な機械・施設を新たに導入して行
う作付を対象とする。
②作付面積を1.5ha以上拡大する計画を策定すること。

令和３年度の整理番号９または整理番号10を交付を受けた
圃場での作付を対象とする。

農地中間管理事業を通して、新規に貸借契約を結んだ農地
を含む0.5ha以上の連坦地での作付を対象とする。

加工・業務用として出荷すること。

暗渠洗浄および透水性を向上させる取組（弾丸暗渠・心土
破砕等）を行うこと。

圃場条件の改善（明渠、暗渠、弾丸暗渠、高畝栽培、心土
破砕、堆肥散布のいずれか）に取り組むこと。

出穂後に実肥を施用すること。

早播摘芯・耕起一工程播種・部分浅耕一工程播種のいず
れかに取り組むこと。

播種以降、収穫までに除草剤の散布または手取りによる雑
草防除を２回行うこと。

放牧場を設置して初めての放牧の取組であること。

経営所得安定対策等実施要綱（別紙１）に該当し、過年度
までに国が実施する農地の利用状況調査において１号遊
休農地に区分されている農地での作付を対象とする。

★

★

★

★



（別表１） 対象となる高収益作物（野菜、花き・花木）一覧

アスパラガス いちご いんげんまめ えだまめ えんどう* オクラ

かぼちゃ かんしょ キャベツ ししとう しょうが スィートコーン

そらまめ たかな たまねぎ トマト なす にがうり

にんにく ばれいしょ ブロッコリー ほうれんそう レタス 小ぎく

*さやえんどう、実エンドウ（グリーンピース）、スナップエンドウを含む


